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今月のキーパーソン

PERSON on the WAVE PERSON on the WAVEでは、今もっとも注目すべきキー
パーソンにスポットをあて、時代の波を浮き彫りにします。

M

アマゾンジャパン株式会社　代表取締役社長　

長谷川純一

2000年11月1日、約170万タイ
トルを保有する国内最大のオンライ

ン書店が突然日本に姿を現した。アマゾ
ンジャパンの上陸だ。その立役者である
代表取締役社長の長谷川氏に、アマゾン
ジャパン設立の目的や強み、これからの
戦略について聞いた。

聞き手：編集部
Photo : Nakamura Tohru
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P E R S O N  o n  t h e  W A V E  :  長 谷 川 純 一2001.02

(
強みは5年間のノウハウ

以前からアマゾン・コムは日本を北米以外

で最大の市場と見てきました。年間売り上げ

でも約3,400万ドルが日本への輸出によるも

のですし、現在約19万3000人がサイトを利

用しています。実は「amazon.co.jp」とい

うドメイン名も2年前に取得しています。日

本での立ち上げ時期こそ他のオンライン書店

より後発ですが、そういう意味では日本法人

を設立する前からアマゾンはすでに日本でナ

ンバーワンの書籍販売サイトだったのです。

「すでに多くのオンライン書籍サイトがある

中では、かなりの後発組となるが日本での勝

算はあるのか」とよく聞かれますが、日本の

オンライン書店の市場はこれからどんどん伸

びていくと思っています。つまり、まだまだ

大きなパイが残されているわけです。実際、

アマゾン・ジャパンがスタートしてからそろそ

ろ1か月半となりますが、かなり順調な手応

えです。実は米国ですら、オンライン書店に

よる売り上げはまだ書籍流通全体の10パー

セントを超える程度なのです。

最近ではクリック＆モルタル型のECサイ

トがもてはやされているようですが、オンライ

ン書店の運営というのは実世界のそれとは別

のものですから、当然ノウハウも違ったもの

が必要になります。われわれにはこれまでア

マゾン・コムで培ってきた5年間のオンライ

ンでの経験とノウハウ、そしてブランドがあ

ります。これはほかの日本の先発組のオンラ

イン書店に対しても強みといえるでしょう。

というのも今後オンライン専業が生き残るた

めにはブランドの構築が1つの大きなポイント

となるからです。もちろんわれわれもさらにア

マゾンに人が集まるように専任ライターによ

る書評を掲載したり、使いやすい検索機能を

作ったりといった努力を続けています。そし

て、最終的には自分がよく買うジャンルや自

分の好きな作家の本がトップページに出てくる

ように1人1人にカスタマイズされた“マイブ

ックストア”のような形を目指しているのです。

そのためにも、いまはまだ実現できていませ

んが、基本的に現在アメリカで提供されてい

るサービス機能はすべて日本でも提供するつ

もりです。

また、これから日本でビジネスを発展させ

るには、携帯電話の活用も無視できません。

まずは本業をきちんと軌道に乗せたうえで、

並行して「Mコマース」の仕組みも整えてい

きたいと考えています。われわれが持ってい

るユーザーがワンクリックで購入できるという

仕組みは、携帯電話に非常に向いています。

アメリカではどこでもアマゾンを使えるように

する「Amazon Anywhere」戦略の一環と

してすでにこのワンクリック技術を使ったモ

バイルコマースサービスを行っているので、そ

のノウハウを存分に活かしていきたいですね。

相乗効果を狙う商品展開

よくアマゾン・コムの赤字経営について指

摘されることがありますが、サービス開始か

ら2年以上経った書籍や音楽、ビデオ／DVD

のストアはすべて成熟しており黒字です。数

字的にみても今年の最初の四半期でブレイク

イーブンとなり、第三四半期では6パーセン

トの利益が出ています。つまり、ようやく投

資と収穫のバランスがよくなってきたのです。

もちろん、まだ先行投資分はかなり残ってい

ますが、新規に立ち上げたストアが次々と成

熟して黒字になっていけばさらに利益は増え

ていくでしょう。

アマゾンジャパンも、将来的にはアマゾ

ン・コムのような総合ECサイトになることを

目指しています。われわれは書籍、音楽、ビ

デオ、DVD、PCソフト、ビデオゲームとい

った商品を得意とするので、そうした「メデ

ィアプロダクト」の総合ECサイトを作りたい

と思っています。メディアプロダクトなら、書

籍で培ったノウハウやプラットフォームをほぼ

そのまま他の商品にも流用できるうえ、関連

商品の購買も狙いやすいからです。たとえば

ビデオゲームを買った人にはその攻略本をす

すめたり、CDならそのアーティストのDVD

やビデオ、楽譜なども推薦したりといった相

乗効果が狙えるわけです。

現在アマゾンジャパンで扱っている品目は

書籍だけですが、徐々に増やしていく予定で

す。ある日突然プロダクトラインが増えてる

かもしれませんから毎日サイトをチェックして

みてください。

基本的には、われわれは顧客が求めている

ことは何でもオンラインで提供するというポ

リシーですから、もし顧客が望むならば、メ

ディアプロダクト以外の商品も検討しますが、

これにはもちろん需要を見ながら採算性を考

えることが必要になります。今回、物流倉庫

を千葉県市川市に作りましたが、今のところ

他の都市に作らない理由も実はそのあたりに

あります。倉庫が複数になっても、ユーザー

が注文した本が別々の倉庫にあったのでは配

送コストが高くなりますし、必ずしもユーザ

ーにとってプラスになるとは言えません。かと

いって、すべての倉庫に同じ在庫を抱えるの

では非効率的ですよね。ユーザーの分布など

を見たうえで、コストが増えてでも他の都市

に倉庫を置いたほうがいいということになれ

ば設置しますが、現状ではなるべく今の倉庫

を拡張するほうが効率的だと思っています。

このようにユーザーの要望に最大限応えつつ

も、会社としての採算性を重視することは、

非常に重要だと考えています。

東京工業大学制御工学科卒。マサチューセッツ工科大学経
営科学修士（MBA）取得。ニチメン（株）などを経て、
1987年に国際電気通信基礎技術研究所（ATR）に入社。
1996年にピープルソフトジャパン（株）の創立に参画。
2000年2月より現職。

www.amazon.co.jp

アマゾンは書籍サイトではなく
メディアプロダクトの総合ECサイトなのです。
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今月のニュースを考える

WAVELENGTH
NEWSWAVE+では、ニュースのうねりから時代の波を読み取
る一助となることを目指します。WAVELENGTHは、インター
ネットマガジン独自の「波長」でニュースを捉えて考えるエディト
リアルコラムです。

Z
既存の製品を使って最新のホームネットワークを実現する

Microsoft Home in New Yorkレポート

Home PNA（Home Phoneline Networking

Alliance）、日本でも一般的になりつつある

IEEE802.11に対応した無線の3つを接続す

る機器を状況により使い分けている。

次に各部屋を見てみると、まず目につくの

が家族のいこいと交流の場として重要なリビ

ングルームだ。ここでは大型プロジェクショ

ンTVに接続されたマイクロソフトが衛星放送

のDirecTVなどと開発したセットトップボッ

クス「UltimateTV」が主役だ。UltimateTV

は多チャンネル衛星放送の受信のほか、内蔵

HDDへの最大35時間のタイムシフト録画や

インターネット接続もできる。また、これら

を組み合わせたインタラクティブTVサービス

も利用できるなど、まさにその名の通り“究

極のテレビ”を狙った意欲的な製品だ。今月

号で紹介したAOLTV（P338）やwebTVな

どの延長線に位置付けられ、テレビ、インタ

ーネット両業界が注目している。

マンハッタンのダウンタウンに位置する
トライベッカは古い倉庫街だが、最近で
は高級レストランやブティックが次々と
オープンするクールな地区として有名だ。
そんなトライベッカの中心部に11月15
日、マイクロソフトが最新のネットワー
ク技術やハードを駆使したネットワーク
住宅のモデルハウス「Microsoft Home
in New York」をオープンした。

文：渡辺史敏
Photo : Watanabe Kyoko 

マイクロソフトの提案する
快適生活を実現

決してきれいとはいえないオフィスビルのほ

ぼワンフロアを使ったロフト調のこのモデルハ

ウスの間取りは日本的に言えば4LDKだ。そ

のなかはすべてがネットワーク化され、同社

と協力メーカーの機器やソフトを使った、便

利で快適な“ネットワーク生活”の実現が提

案されている。

まず、ネットワーク部分を見ると、PC環

境で一般的なCAT-5ケーブルを使った有線、

家庭に張り巡らされた電話線を利用する

トライベッカにあるビル

内の天井の高いロフトに

4LDK相当のモデルルー

ムが設置された。残念な

がら一般公開はされてい

ない。
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6 書斎はウィンドウズMeマシン

が中心。スキャナーなど家庭での

マルチメディアが意識されている。

7 防犯カメラもネットワーク化

され、キッチンなどからリモコン

で操作してモニターできる。 8

寝室や子供部屋のベッドでは、

リラックスのためIEEE802.11ワ

イヤレスモデムカードが装着され

たポケットPCの利用が提案され

ている。 9 壁にはイーサネット

やCATVのコネクターが設置され

ている。 10 照明やBGMもネッ

トワークで管理。リモコンやパネ

ルで操作できるほか、時間や雰囲

気によるプリセットも可能。

1 2 3

4 5

次の段階のカギは
操作の簡略化

キッチンにはコンパックが他メーカーに先

駆けて発売したMSNコンパニオン「iPAQ」

が置かれている。何かと用事の多いキッチン

では簡単な操作でウェブやメールが使えるウ

ェブアプライアンスが便利だというわけだ。ゲ

ートウェイとAOLが開発しているアプライア

ンスやインテルの「Dot Station」でもキッチ

ンで料理のレシピをウェブで調べるというデ

モがさかんに使われているが、果たしてキッ

チンに市場があるかどうかはまだ不明だ。

子供部屋は小学校低学年とティーンを意

識したものの2つがあり、どちらもネットワー

クに接続したPCが中心で、教育ソフトやゲ

ーム、MP3プレーヤー、マイクロソフト製の

多彩なジョイスティック群などが並ぶ。

ちょっと笑ってしまったのが寝室だ。テレ

ビなどが置かれているものの、意外にもネッ

トワーク機器として提案されているのはポケ

ットPCのみ。「寝室はわれわれがリラックス

したい場所。だからここでPCを見たくない

でしょう！」とはパンフレットの文句だ。ち

なみにポケットPCはIEEE802.11でインター

ネットに無線接続されている。

このほか、照明、エアコン、BGM、防犯

カメラなどもすべてネットワーク化され、壁

に埋め込み式のコントローラーやリモコンで

操作できる。まさにこれぞ未来のネットワー

ク住宅といった感じなのだが、このモデルハ

ウスの最大の特徴は、どのハードやソフトも

すでに市場に出ているか、発売直前というも

のばかりだという点だ。マイクロソフトが今

回このモデルハウスを開設した最大の目的は、

ネットワーク住宅などは、まだ先の話だと思

っている一般ユーザーを狙った意識改革であ

り、発売済みの製品だけでこれだけのネット

ワーク住宅が実現できるというアピールなの

だ。家の設計段階からならば高度なネットワ

ークも比較的低コストで実現できるし、一部

であれば建設後の家でも簡単に導入できる。

そして、それを強調するかのように、このモ

デルハウスのウェブには関連機器の販売コー

ナーがある。いますぐホームネットワークを実

践しよう！といった感じだが、現行製品を使

っているわりには案内してくれた担当者自身、

各機器の操作にとまどう場面もあった。この

次の段階のカギとなるのはおそらく操作系統

の簡略化と統一になるだろう。

www.microsoft.com/mshome/

1 リビングルームの大型テレビに

は「UltimateTV」が。テレビの楽

しみ方は変わるのか。 2 ダイニン

グルームのテーブルに置かれたノー

トPCはワイヤレスでインターネッ

トに接続される。3 キッチンには

MSNコンパニオンのiPAQが設置

されている。左には携帯電話が充

電中だ。4 ティーンルームと名づ

けられた子供部屋。かなり恵まれ

たハード群だ。 5 10歳未満を意

識したキッズルーム。PCは充実し

ているがなぜか照明がない。

6 7

8 9

10
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今月の視点

WAVE SIGHT WAVE SIGHTでは、イベントやトレンド、事件など、
注目のできごとを解説します。

y

Application Server」の2つに統合した。ま

た、オラクルはコンパックコンピューターとタ

ーボリナックスジャパンとの提携を発表した。

3社は、LinuxをOSとした9iのアプライアン

スサーバーを開発。国内では、アメリカに先

駆け販売される。

PDAや携帯電話への対応も進む

OOWでの注目点の1つに「モバイル」が

挙げられる。OOWでは期間中、携帯電話や

PDA向けにセミナーのスケジュールや周辺の

飲食店などの情報が公開された。情報はコン

パクトHTMLやWAPなどさまざまな種類だ

が、もとは1つのXMLファイル。9iがブラウ

ザーを判別して適切な形式に変換するのだ。

また、オラクルはイリンクスと提携を発表。9i

とPalmOSで動く「Palmscape」を組み合

わせることにより、モバイル環境でウェブア

プリケーションを充実させると発表した。

ソフトウェア会社から
サービス提供会社への脱皮

基調講演では、オラクルCEOラリー・エ

リソン氏によるVTRメッセージが放映された。

オラクルは、製品を統合することによって低

コストで高い品質のプラットホームを提供す

ることを強調。そして、複数の製品を組み合

わせるこれまでのシステム構築の手法を否定

した。

OOW開催中、米国マイクロソフトは業績

の下方修正を発表した。一方の米国オラクル

は、9月-11月期決算で前年同期の62パーセ

ント増の純利益と発表。ソフトウェア会社か

ら「サービス提供」の会社に生まれ変わろう

としているオラクル。今後も成功する姿を見

続けることができるだろう。

eビジネスの勝者が次に狙うのは

Oracle OpenWorld 2000開催
12月14日から15日まで東京ドームシ
ティを会場に「Oracle OpenWorld
2000」（以下OOW）が開催された。
今回のOOWの目玉は何と言っても
「Oracle 9i」の発表だ。また、東京ド
ームの広大なグラウンドには100社以上
の企業がブースを並べていたが、その中
でもひときわ目立っていたのは「モバイ
ル」だった。

編集部：安達崇徳

データベースから
プラットホームへの進化

OOWで発表された9iの特徴は主に3つ。1

つはクラスタリングの強化だ。性能の向上は

もとより、あるノードで障害が起こった場合

でも残りのノードを使い運用を続けることが

可能となり、高い信頼性を得ることができる。

もう1つは、ウェブキャッシュ機能。オークシ

ョンサイトなどの動的なコンテンツでもキャッ

シュが働く例として、eBayを使ったデモが行

われた。そして最大の特徴は「Eビジネスプ

ラットフォーム」と名付けられたオラクル製

品の統合だ。これまでは必要に応じて100あ

まりの製品を組み合わせていたが、これらを

「 Oracle 9i Database」 と 「 Oracle 9i

1 CASIOのPocketPC。この中に

もOracle製品を組み込むことが

できる。

2 iモードからエアコンの電源を入

れるデモ。

3 残念ながらVTR出演となったラリー・

エリソン氏。

4  基調講演の前に行われたコンサート。

1 2 3

4
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マーク・ジャービス（シニアバイスプレジデント、チーフマーケティングオ

フィサー、写真上）、マーク・J・バレンシア（シニアバイスプレジデント、

CRMプロダクト、写真右上）、ジェフ・コードウェル（バイスプレジデン

ト、Exchanges & iProcurement、写真右下）

ることは顧客にとっても大きなメリットを生

みますので、この賭けには勝算が充分あると

見ています」とマーク・ジャービス氏は語っ

ている。

そしてKitからSuiteへ

ソフトウェアのサービス化と歩調を合わせ

てオラクルが進めているのが、ソフトウェアの

統合である。特に、業務アプリケーションで

ある「Oracle Applications」に顕著だが、

従来独立したモジュールとして提供されてき

た多くの機能が統合され、e-Business Suite

と呼ばれるようになっている。これは、導入

する顧客サイドでカスタマイズすることなし

に、パッケージを導入するだけで必要な機能

が実現できるようにという発想である。各社

からその分野での最良の製品を集めて組み合

わせ、最良のシステムを構築する、という発

想ではなく、最初から統合されたオラクルの

製品を導入せよ、というメッセージでもある。

マーク・バレンシア氏はこれを「顧客はコ

ンピュータマニアでなくてよいのです。目的の

業務に適したシステムを購入し、自らの業務

のための道具として活用するだけで充分です」

と端的に表現する。この“統合パッケージ”

導入に向けた流れは、結果として自社独自の

カスタマイズされたシステムを好むユーザーの

意識をも変革し、業務システムの標準化を推

進することになるだろう。そして、その先に

あるのは標準的な業務システムをウェブを介

したホスティングで利用する、というソフト

ウェアのサービス化の実現である。供給側の

準備と顧客の意識変革が同時に進行しつつ

あるというわけだ。オラクルの戦略は極めて

明瞭である。

このほかオラクルではeマーケットプレース

にフォーカスしたエクスチェンジという新たな

製品群も市場に投入し始めている。

オラクルのエグゼクティブが語る

ソフトウェア企業へのインターネットのインパクト
2000年10月の米国での発表に続き、
OOWで日本向けにも正式にOracle9i
のリリース予定が発表された（左ページ
参照）。そこで、この次期新プラットフ
ォームに込められた狙いとオラクルの今
後の戦略について、来日した3人のエグ
ゼクティブに聞いてみた。

渡邉利和
Photo : Yamaji Atsuko

パッケージからサービスへ

オラクルは、RDBのトップメーカーであり、

その代名詞的存在でもある。一方で、企業シ

ステムの最奥部に位置していたデータベース

とその上の業務アプリケーションなど、同社

の製品すべてをインターネット対応とする戦

略をいち早く採用し、特にアクセス数の多い

大規模なウェブサイトで圧倒的なシェアを獲

得している。今回発表されたOracle 9iでは、

従来のスタイルであればデータベースの名称

となるはずのOracle9iが、データベースであ

る「Oracle9i Database」とアプリケーショ

ンサーバー「Oracle9i Application Server」

で構成されることになった。このことに象徴

されるように、現在のオラクルのメッセージ

は、機能ごとのバラバラな「部品」ではなく、

より統合された「サービス」を提供しようと

いうものだ。

「3～5年後には、ソフトウェア企業で“サ

ービス”を提供することなく単にプロダクト

のみを販売しているような会社は残っていな

いのではないでしょうか。このこと自体はそ

う目新しい予想には聞こえないと思いますが、

製品からサービスへの移行というのは、ソフ

トウェア企業にとっては革命的な変化で、企

業全体の意識変革を伴う困難な作業です。実

現するには3年はかかるでしょう。これは我々

にとっても大きな賭けであり、判断を誤れば

深刻な打撃となります。しかし、現在のソフ

トウェアは複雑になりすぎており、顧客はソ

フトウェアを導入する段階で大きな壁に当た

っているのです。これをサービスとして提供す
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でDVD 並みの画質を実現したという。

Windows Media Player対応機器も15機種

に増え、高い圧縮効率を武器に普及を図る。

携帯デバイスにも話は及び、「どこでもストリ

ーミング」の実現例として「eggy」による動

画配信サービスが紹介され、配信フォーマッ

トとしてのWMTの存在が強調された。

「RealSystem iQ」も新登場

リアルネットワークスはロブ・グレイサー

CEO自らが最新システム「RealSystem iQ」

を発表した。新しいコンセプトである

“Neuralcast”は分散配置されたサーバー間

を配信データが人間の神経系統のように伝わ

り、混雑を回避する仕組みだ。柔軟なキャッ

シュ技術を搭載したRealSystem Proxy 8の

ほか、ATRAC3を採用したRealAudio8、そ

してRealVideo8という独自技術を組み合わ

せた品質の向上を強調した。

次期バージョンのSMIL 2.0

セミナーでは各分野のエキスパートが最新

情報を解説した。マークアップ言語“SMIL

2.0”については、W3CのSMIL策定メンバ

ーであるDick Bulterman氏、リアルネット

ワークスのSMILエバンジェリストChristine

Lukasik氏によるセミナーで解説された。こ

こではSMIL 1.0を活用したコンテンツの制作

例として「スーパーマン」のクリップが複数

の言語にスイッチされる事例などが登場した。

また現在開発中の“GRiNS Editor for SMIL

2.0”を使ったSMIL 2.0の書き出しも紹介さ

れた。セミナーの最後にはタグベースでビデ

オやオーディオ、イメージ、Flashのトランジ

ションができるSMIL 2.0について質問が集中

した。策定中のSMIL 2.0は2001年春には

W3Cより勧告が出る予定で、その後に対応

版のRealPlayerが出荷されるとのことだ。

新システム登場で会場は大いに沸き上がる

Streaming Media West 2000レポート
12月12日から14日まで米国サンノゼ
でストリーミング業界最大のイベント
「Streaming Media West 2000」が
開かれた。6月にニューヨークで開催さ
れたStreaming Media Eastに続く今
回の展示会では300社以上が出展し、
業界の盛り上がりを感じさせた。ブロー
ドバンド化に向けて加速する各社の最新
動向をレポートする。

文／写真：林岳里

「ストリーミングは
コミュニケーション」

マイクロソフトのスティーブ・バルマー社

長は基調講演で、MSNが中継したマドンナ

のライブが900万ヒットを記録し、ニュース

サイトMSNBCのビデオコンテンツも前年に

比べユーザー数が264パーセント増加してい

ると報告した。ネットワークがあればすぐに

メディアにアクセスでき、ライブ中継や番組

配信が場所を問わずにやり取りできる状況を

示して「ストリーミングメディアはコミュニケ

ーションである」と力説した。

一方でストリーミングの問題点を、①使い

やすさ②コンテンツの作りやすさ③品質④帯

域の4つに集約した。しかし、これらは今後

5 年以内に解決されるであろうと述べ、

Windows Media Technologies（WMT）

の最新コーデックである“Windows Media

Audio 8 & Video 8”を紹介した。オーディ

オでは48kbpsでCDに近い音質、ビデオで

は250kbpsでVHSに近い画質、500kbps

基調講演では「Windows Media Video 8」（下）を

「RealVideo 8」（上）の映像と比較しながら、動画の鮮

明さとWMTの圧縮技術の高さをアピールした。

ストリーミング分野の展望を語るバルマー氏。シアトル郊

外にある彼の自宅はDSLサービスが受けられないとこぼし

つつも、ブロードバンド時代の到来を宣言した。

Windows Media Technologiesと携帯デバイスを組み合

わせた例として、NTTドコモによる携帯型の動画配信端

末「eggy」が紹介された。

コンテンツ制作ツール“GRiNS Editor for SMIL2.0”の

HTML+TIME、XHTML+TIMEの書き出し機能によって

生成されたSMIL2.0のコード。

「RealSystem iQ」について解説する、リアルネットワークス

社のロブ・グレイサー氏。各分野のトップレベル企業との提携

がRealSystemを支えていることを強調した。

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
©1994-2007 Impress R&D



INTERNET magazine 2001/2 191

N e w s W A V E +
PLUS

W A V E  S I G H T2001.02

続でPCサーバーとしても活用できるから、パ

ソコンとのデータのやりとりもスムーズに行え

る。実用化は2001年末になる見込みだ。

インターネットを意識せずに
簡単操作でメディアを楽しむ

インターネットへの接続も新しいインター

フェイス技術が登場した。「ユーザーインター

フェイスカード」（UIカード）は、コンテンツ

プロバイダーが提供するサービスを1枚のカー

ドにしたものだ。このカードを専用のカード

リーダーに挿入してカードに描かれたイラス

トにタッチすると、URLを入力しなくてもコ

ンテンツプロバイダーが提供するウェブサイト

へ自動的に接続する。コンテンツプロバイダ

ーはオンラインショッピングやホームバンキン

グなどのサービスをそれぞれ1枚のカードにし

てユーザーに配布する。これにより、接続だ

けでなく商品の購入などもワンタッチででき

る。2001年春にオーストラリアで実証テスト

を開始するが、実用化にはコンテンツプロバ

イダーとの折り合いが必要なため、日本では

多少の時間がかかりそうだ。

また、テレビでインターネットが見られる

セットトップボックスに、IEEE1394やUSB

でデジカメやDV、プリンターを接続するDTV

（デジタルテレビ）システムも開発された。将

来的にはBSデジタル放送チューナーまでも搭

載する意向。デジタル放送やウェブの情報を

印刷したり、テレビに登場した商品をその場

ですぐに購入したりといった操作がすべてリ

モコンでできるようになる。

キヤノンが提供する
小型化・無線化技術

こうした機器は操作性だけでなく、小型

化・無線化の新技術への関心も高い。印刷

面の小型化技術では「マイクロBJカメラ」

の実演が行われた。デジカメに小型のプリン

ターを搭載したもので、撮影したその場で名

刺サイズのシートが出力できる。インスタン

トカメラ感覚で手軽に楽しめる複合機だ。採

用した1200dpiカラーインクジェットプリン

ターユニット「Micro Bubble Jet Engine」

は、AVシステムやゲームなどにも応用できる

という。

一方で、Bluetoothの無線ユニットを組み

込んだ製品のデモが行われた。ノートパソコ

ンからハンディープリンターへの印刷では、印

字時間が多少気になったもののワイヤレスで

プリンターが使えるメリットは格段に大きい。

しかし、互換性やセキュリティー面に課題を

残すため、Bluetooth製品の市場投入時期

は未定だという。

家庭のあらゆるデータを一括で管理して簡

単な操作で扱う。しかも、ワイヤレスで自在

に動き回れる空間も用意される。キヤノンの

目指す「Easy to Use」のホームネットワーク

が、まさに現実味を帯びてきたといえる。

線（IEEE1394）と無線でつながるホームネットワーク

CANON EXPO 2000レポート
11月20日から22日まで東京・品川
の新高輪プリンスホテルで行われた
「CANON EXPO 2000」。大小のプリ
ンターから、Bluetoothやホームサーバ
ーなどのネットワーク製品まで参考出品
が数多く並んだ。画像や映像分野の技術
を柱に、次世代のホームネットワーク環
境がここに集結する。 編集部：太田美有紀

画像と映像を一括で
管理・編集できるホームサーバー

今回のイベントでは、キヤノンが取り組む

最新技術がお披露目された。なかでも「くら

し」に関するニュースに着目する。

急速に普及するデジタルカメラやデジタル

ビデオカメラ（DV）だが、撮影した画像や映

像をどのように保存するか。パソコンを使う

人もいれば、ビデオテープなどのメディアのま

ま保存する人もいるだろう。そこで便利なの

が、今回出展されたiHS（インテリジェント・

ホーム・ステーション）だ。撮影した画像や映

像はiHSが持つ30GBのハードディスクに蓄

積できる。デジタル処理なので、巻き戻しや

編集作業も楽々。モニターを見ながらリモコ

ンで操作できるので、パソコンが使えない人

でも簡単だ。編集した画像や映像をCD-

ROMへ焼き付けたり、オンラインアルバムへ

アップロードできたりするなど蓄積・配信・

編集までをiHS1台でこなす。イーサネット接

すべて参考出品。

1 iHS本体。前面のボタン右より「INTERNET」「DISC」「PRINT」ボタン。

2 UIカード。左がカードリーダーに挿入したもので、イラストをタッチして使う。

3 Bluetoothモジュール搭載のデジカメ。キヤノンのデジカメ「PowerShot S10」に

組み込んだ例。

4 Bluetooth対応アダプターとプリントサーバー。

5 マイクロBJカメラ。デジカメ本体の背面に印刷カセットが付属しても、手の平ほ

どの大きさを実現した。右は印刷カセット部でシートを出力中のもの。

1 3
5

2 4
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ブロードバンド大国になれるか

ついにADSLが本格展開
リア展開が可能である。NTT地域会社は、

プロバイダーの要望を聞いたうえで2002年3

月頃までにはすべての市にエリアを拡大する

としている。ユーザーは接続ソフトを使い、

ダイアルアップのようにプロバイダーに接続す

る。そのため、今までのADSL接続ではでき

なかった複数のプロバイダーを切り替えて使

うことが可能となる。

ブロードバンドの競争がより激化

ODNは10月に、KDDIは12月15日にそ

れぞれADSLの本格展開を発表した。それ

に加え、東京めたりっく通信やイー・アク

セスなどがすでに多くのユーザーを集めて

いる。ADSLの正式サービス開始により、

これらの業者とNTT地域会社の通信速度

や接続料金の競争が激しくなるだろう。

市内電話料金の高さに財布の中身を気

にして、フレッツ・ISDNの通信速度の遅

さに腹を立て、CATVインターネットの提

供地域に歯がゆい思いをしてきた日本のイ

ンターネットユーザー。しかし、ここに来

てようやくブロードバンドサービスが本格

展開を始めた。これで、今までの悩みは一

気に解決されるのだろうか。それは、全国

で6000万回線ものラストワンマイルを持

つNTT地域会社が答えを握っている。
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1999年12月、NTT西日本とNTT東
日本（以下 NTT 地域会社）による
ADSL試験サービスが始まった。それか
ら1年間、NTT地域会社とADSL事業
者との間で接続料金やMDFの開放など
について多くの議論が交わされた。NTT
地域会社はADSLに関して積極的では
なかったと言われるが、郵政省やプロバ
イダー、それに多くのユーザーからの要
望があり、ようやくNTT地域会社によ
る「ADSL接続サービス」と「フレッ
ツ・ADSL」の正式サービスが始まった。

編集部：安達崇徳

課題が残る本格展開

2000年12月26日、NTT地域会社は

「ADSL接続サービス」を正式サービスとして

スタートさせる。接続料金はADSL装置やス

プリッターの設置者、電話との共有の有無な

どで細かく分けられる。これにより、NTT地

域会社は本格的に各ADSL接続業者への回

線の提供を行うことになり、ADSLユーザー

の大幅な拡大が見込まれる。

しかし、正式サービスが始まったとはいえ

多くの課題が残る。1つは、ADSL接続の料

金だ。試験サービス、正式サービス開始の発

表、郵政省の審議会のあとの申請のそれぞれ

の時点で発表された料金は徐々に下がった。

フレッツ・ISDNのときのように料金の根拠

のあいまいさが浮き彫りとなった。もう1つ問

題なのが、ISDNからADSLへの移行で起こ

る電話番号の変更だ。NTT地域会社は、新

規でISDNを契約してからADSLを使うため

にアナログ回線に戻した場合、2割程度のユ

ーザーに電話番号の変更が発生するとしてい

る。徐々に解消される見込みではあるが、番

号の変更をなくすための交換機の工事費用の

負担を誰にするかなどまだまだ課題が多い。

フレッツ・ADSLは
月額計6,600円から

NTT地域会社がユーザーとプロバイダーと

の間にADSL接続を提供する「フレッツ・

ADSL」も、12月26日より受け付けが開始

さる。電話と共有する場合は月額4,600円

で、ADSL専用の場合は月額6,200円。な

お、差額が月額100円しかないため、フレッ

ツ・ISDNの値下げを検討しているとのこと。

フレッツ・ADSLには多くのプロバイダーが

対応を発表している。プロバイダー料金は月

額2,000円前後の見通し。

通信速度は最大下り1.5Mbps、上り512

kbpsと試験サービスよりも速くなった。NTT

地域会社は、将来の動画コンテンツに対応さ

せるため下りを最大1.5Mbpsと決めたとし

ている。また、フレッツ・ADSLの下り

1.5Mbpsの速度をこれよりも上げないとして

いる。1.5Mbps以上の通信速度は、来年初

頭から始めるとされている光ファイバーによ

るIP通信網サービスで提供するからだ。

フレッツ・ADSLは地域IP網を利用する

ため、各プロバイダーは都道府県単位でのエ

サービス開始時※ 東京23区青山、四谷、芝、池袋、茅場兜、三田、霞ヶ関、東渋谷、淀橋、牛込、赤坂、白金
大阪市、北、東大阪、大阪中央、北浜、淀川、堀川、土佐

2001年2月まで 一部除く東京23区と狛江市、三鷹市、調布市の市外局番03エリア、
大阪市全域、大阪市周辺の都市

2001年3月まで 東京都武蔵野市、三鷹市、調布市、狛江市、小平市、国分寺市、府中市、立川市、八王子市、
日野市、多摩市、昭島市、武蔵村山市、保谷市、田無市、東久留米市、東村山市、東大和市
神奈川県横浜市、川崎市、藤沢市
千葉県千葉市、市川市、浦安市
埼玉県浦和市、大宮市、所沢市、朝霞市
静岡県静岡市、浜松市、愛知県名古屋市
兵庫県神戸市、京都府京都市、大阪府大阪市周辺都市
福岡県北九州市、福岡市とその周辺

2001年7月ごろまで すべての都道府県庁所在地、都道府県所在地級の都市

フレッツ・ADSLサービスエリア拡大予定（12月14日現在）

回線種別 工事費用 月額料金

電話と共用 16,500円 4,600円

ADSL専用 14,000円 6,200円

フレッツ・ADSL利用料金

ADSL接続料金

※NTTの交換局名

ADSL装置設置者 回線種別 スプリッタ 月額費用 工事費用

NTT 電話と共用 3,800円 19,300円

ADSL専用 5,400円 16,800円

ISP 電話と共用 NTTが用意 700円 13,100円

ISPが用意 300円 2,800円

ADSL専用 2,100円 2,000円
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課題を背負いつつ21世紀より施行

「IT基本法案」成立で問われる
IT革命の具体的な進め方

IT戦略会議・IT戦略本部合同会議で井出伸之IT戦略会議長（左）からIT国家戦略を受け取る森喜

朗首相（右）。（11月27日午前・首脳官邸にて）写真／時事通信社

れを進め、国などは環境整備のみを行う」と

いう2点が基本理念。それを元に基本方針

で、以下が明示されている。

1「世界最高水準の高度情報通信ネットワ

ーク」を21世紀初頭に実現する。具体的

には超高速ネットワークインフラを整備し、

1年以内に安価な常時接続のインターネッ

トを実現、5年以内に3000万世帯がそれ

で結ばれる。

2関連する教育・学習の振興、人材の育成

を通じて、情報利用能力の向上を図る。

3研究開発の推進に合わせ、「ITが使える最

高の人材を日本から出そう」（内閣官房IT

担当室・新聞広報）というスローガンを掲

げる。

4規制の見直し、ルールの整備、知的財産

の保護、消費者の保護などによって電子商

取引を推進する。具体的には、2年以内に

誰もがインターネットでショッピングできる

ようにする。

5電子政府・電子自治体を実現する。3年

以内に役所の窓口業務の多くをインターネ

ットでも利用可能にする。

6高度情報通信ネットワークの安全性・信

頼性を確保し、個人情報を保護する。

森政権の目玉政策として鳴り物入りで成
立したIT基本法（高度情報通信ネットワ
ーク社会形成基本法）。しかし、具体的な
政策については別途示される重点計画ま
かせで、いまひとつはっきりしない。クリン
トン政権のNII（米国情報基盤整備）を真
似ながらも、要は電子商取引推進法に過
ぎない、という声もある。
福冨忠和（IT基本法案 衆議院内閣委員会参考人）

国民運動としての「IT革命」

2000年11月29日、懸案のIT基本法が参

議院を通過・成立し、2001年1月6日より

施行されることが決定した。世界規模で「IT

革命」が進展しているという基本認識のもと、

「国民的運動としてのIT革命」を成し遂げる

ための基本法とのことだが、内容については、

基本法の性格もあり具体的なイメージがいま

ひとつ届いてこない。

基本法は、IT技術活用により世界規模で

「急激かつ大幅な社会構造変化」が生じてい

ると認識、「高度情報通信ネットワーク社会

の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進

すること」を目的としている（法案要綱）。

そのためのグランドデザイン（国家戦略）を

示し、諸施策を迅速に進め、「21世紀の新

生日本」を作るという。

「すべての国民に高度情報通信ネットワー

クの利用機会を確保し、能力の創造的な発

揮、高度情報通信技術の享受を可能にする」

「公正な競争を促進するなか、民間主導でそ

具体的には重点計画次第

これらをどう実現していくかは、内閣のIT戦

略本部の重点計画として別途提示されること

になっており、具体的な目標、期限、達成

状況の評価は公表される決まりながら、いま

ひとつ不透明な印象が残る。

政権の目玉法案と言われながら、実際は

1995年に設置された高度情報通信社会推進

本部から継続討議してきた施策に過ぎず、ネ

ットワークの言葉を加えITという略称を用い

たに過ぎない。それも、米国のNIIへの対抗の

意味合いが強く、内容もNIIに似通っている。

ただし、NIIがユニバーサルサービスとして、

たとえばデジタルデバイドの解消を強く打ち

出したのに対し、基本法は「電子商取引推

進法」という性格が極めて強い。各種調査

でインターネットユーザーの不安の多くを占

めるプライバシーやセキュリティーへの対策・

法整備などは、まだ成立していない個人情報

保護法案に丸ごと委ねた形になっているなど、

一般ユーザー、個人にとっては課題の残る内

容だ。

今後の具体的な施策を注視する必要があるだ

ろう。
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企業のウェブ化に必要な要素をまとめてアウトソーシング

ラウドクラウドの展開する新サービス

ーゲットは成長中の企業、そして大企業だ。

月額10万ドル前後という価格の設定は「立

ち上げの遅れで発生する損失を考えれば、決

して高くないはずだ」と自信をのぞかせる。

ラウドクラウドは独自の自動化やカプセル

化のノウハウによって運営コストやスケール

変更にかかる時間を極小化している。企業向

けに総合的な管理、運営のサービスを提供す

る点ではMSP（システム管理プロバイダー）

と限りなく近い。今後はサービス内容を拡張

したMSPやiDC事業者、コンサルタント会

社などの競合が起こる可能性も示唆している。

MSPブームに先んじて独自サービスを展開

するラウドクラウドと各社との競合は流動的

だが、企業にとって深刻な技術者の確保とい

う問題を解消する意味で、この分野の市場拡

大が大きな意義を持つことは間違いない。

Loudcloud

www.loudcloud.com

企業のインターネット展開のノウハウは
複雑化し、もはや自社でサイトを立ち上
げて運用するのは困難だ。こうした状況
下で展開と運営に必要な諸要素を一貫し
て提供する企業が現れた。今回はナイキ
やブリタニカなどのウェブサイトの構築
と運営に携わる新興企業、ラウドクラウ
ド（Loudcloud）社によるアウトソーシ
ングサービスと、その日本での展開につ
いて尋ねた。 編集部：佐藤浩介

CloudとOpswareに支えられた
ラウドクラウドのサービス

本格的なウェブ構築など、企業がインター

ネットで事業を展開するには多大なコストと

時間を要する。本来必要な業務のほかにホス

ティング設備、ソフトウェアやセキュリティ

ーなど各分野に詳しい技術者を調達すれば、

確保と維持の両面で時間とコストの両面から

企業は圧迫される。立ち上げから運用、そし

てタイムリーな拡張にかかる予測や投資の費

用は莫大なものとなる。

ラウドクラウド社は自らを「Software

Infrastructure Services Provider」と称し、

企業向けホスティングで必要なあらゆる要素

を顧客に合わせてひとまとめにインフラとし

て提供するサービスを行っている。

その仕組みだが、まずソフトウェアレベル

Internet Business Application

データセンターでのホスティング

回線の確保

多額の費用/タイムロス/多くの労力
規模に合わせたサイト運営を適価で実現
サイト構築やアップデート期間の短縮

： ：

ストレージ データベース管理者

データベース システム管理

アプリケーションサーバー ソフトウェアオペレーション

ウェブサーバー ソフトウェアメンテナンス

負荷分散設備 ネットワーク管理

ファイヤーウォール セキュリティー

Smart Cloud Services

ウェブ、メール処理、ストレージ、負荷テストなどサイト運営に必要な

各機能をパッケージ化したコンポーネント群の提供

Opsware Technology

Smart Cloudの各要素の動作監視や環境設定を自動化し、

人的コストや作業時間の縮小を図るソフトウェア

Operational Environment

ハードウェアやデータセンター選定にいたるまでのシステム構築、

セキュリティーやネットワーク環境の管理と、運用の保証

では「Cloud」と呼ばれる、メールやセキュ

リティーなど機能を絞ったパッケージの中か

ら必要なものを組み合わせてサイトを構築す

る。この各Cloudを結びつけ、サイト運用を

自動化するソフトが「Opsware」だ。さら

に運営に最適なハードウェアや施設の手配と

監視、サポートまであらゆるネットワーク環

境をコーディネイトして提供する。

Opswareでの自動化により、アプリケー

ションの入れ替えやサーバー規模の変更など

にかかる時間を短縮できるだけでなく、100

パーセントの稼働率が保証されるほか、アク

セス規模を予測しながら設備の増強や縮小を

タイムリーに行うとしている。

ターゲットは大企業、
そしてスピード重視の企業

1999年設立のラウドクラウドは2000年か

ら欧州やオーストラリアでも事業を展開し、

日本でも「2001年上半期のサービス開始を

目指している」（同社のビル・ブリンクマン

氏）という。現在はSIベンダーなどと各レベ

ルでの提携関係をどう築いていくかを検討中

だが、現在米国でとっている方針と同様に

「排他的な契約は行わず、各分野でのベスト

パートナー数社の技術を顧客に合わせて供給

する方針をとっていく」としている。顧客タ

■自社でのサイト構築と運営

194 INTERNET magazine 2001/2

日本のSIベンダーなどに自社のサービスを説明し、パー

トナーシップを検討するラウドクラウド社のマイケル・I・

グリーン氏（左）とビル・ブリンクマン氏（右）。

Internet Business Application

■ラウドクラウドのサービス提供下でのサイト構築

s
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インターネットリサーチアナリストが選ぶ

「2000年インターネット5大ニュース」
市場環境も悪く、インターネット業界も
明るい話題が少ない中、インターネット担
当アナリストとしては脾肉の嘆をかこっ
ているといった趣の今日このごろである
が、今月号のテーマを決めるあたって編
集部より「節目ということで2000年××
大ニュースというのはどうですか？」とい
う提案をいただいた。ここはひとつ盛大
に100トピックぐらい取り上げたいとこ
ろだが、誌面の関係上、5つのトピックを
取り上げてみた。

山科拓
ゴールドマン・サックス証券会社東京支店

調査部／ヴァイス・プレジデント

1 株式市場もドッグイヤーの展開

というわけで慌てて過去1年間の記事など

見直しつつ思い返してみるに、なんとも、ビ

ジネスそのものがドッグイヤーなら、まわりも

ドッグイヤーというか、機関投資家の方々な

どと話をしていて、株式市場でも急速にその

トーンが変化していったことがもっとも鮮明

に思い出されることである。

「ネットで誰が儲けているか知ってる？」

「投資銀行だろ」というジョークがあったが、

今やそういう雰囲気は感じられず、ネットバ

ブルの崩壊という話題すら手垢の付いた感が

ある。1年前の熱狂的な雰囲気がバブルであ

ったかどうか、それは3年もたてば答えが出

るであろう。

マザーズやナスダック・ジャパンといった新

市場の設立の一方で、株価はドミノ倒しに近

い状況で、一アナリストとしては振り回され

るばかりの1年で、私も「脾肉の嘆」などと

書きつつもジェットコースターから降りてきた

ような気分である（実際にはまだ乗っている

真っ最中であるという恐ろしい現実はさてお

き）。

2 CDnowとBoo.com

B2Cコマースの登場でシンプルな仲介業者

の意義がなくなると喧伝されたのはほんの1～

2年前の話であった。しかし、一般企業のeビジ

ネス化が当たり前のこととなり、B2Cコマース

の付加価値が相対的に低くなってくる中で、ド

ットコムであってもシンプルな仲介業者は難し

いということに市場が薄々気付きはじめたの

が2000年の前半であろう。なかでもCDnow

とBoo.comは、ドットコムの破綻あるいはバ

ーンアウトの発端として象徴的であった。

3 B2Bコンソーシアムの登場と
eビジネスの変容

逆に、一般企業がeビジネス化する流れの

中で、B2Bコマースがドットコムベンチャー

の手から、大企業のコンソーシアムに移った

とことで、より大きなダイナミズムが生まれ

た。ドットコムという“種”が、産業構造の

変化への動きという“萌芽”をもたらしたこ

とを感じた1年だった。自動車産業の大きな

コンソーシアムであるCovisint はその

中でももっとも象徴的なものの1つであろう。

www.covisint.com 

4 日本企業のeビジネス化

日本にも大型eビジネス化の兆しが見えて

きたということも、2000年の大きな流れだっ

たと思われる。代表的なものとしては、

Playstation.comとSofmap.comのシステ

ムダウンはウェブソリューションの難しさを、

7dream.comとGazoo.comはオンラインマ

ーケティングの難しさを、それぞれに示した。

Jump01

Jump01

Uniqlo.comはとりあえず今のところは成功

例と言えよう。

5バスジャック事件と「2ちゃんねる」

また、一昨年の宅配薬物自殺事件に続き、

インターネットの社会性が再び大きく取り上

げられたのがバスジャック事件であったが、そ

の犯人が出入りしていたとしてバッシングさ

れていたのが「2ちゃんねる」 であった。

この手の事件が起きるとやれSFだゲームだと

スケープゴートを用意してくるのにはウンザリ

だが、インターネットも無事（?）その一員

を務めるようになり、その「2ちゃんねる」が

コミュニティーサイトとして成長してきている

ことに裾野の広がりを感じる。

2ch.net

番外

私事で恐縮であるが、この仕事を通じて

2000年は今までになく多くのインターネット

にかかわる仕事をしておられる方々の知己を

得た。これは何にも勝る僥倖であり、深く感

謝している。2001年もまたこのような幸運に

恵まれるよう祈る次第である。

Jump02

Jump02

アナリストレポート

山科拓（やましな・ひろし）

1995年慶應義塾大学卒。モルガン信託銀行を経て99

年にゴールドマン・サックス証券入社。アナリストとし

て日本のインターネット業界を担当。

1 株式市場もドッグイヤーの展開 

 
2 CDnowとBoo.com 

 
3 B2Bコンソーシアムの登場とeビジネスの変容 

 
4 日本企業のeビジネス化 

5 バスジャック事件と「2ちゃんねる」 

com

掲 示 板  
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楽天がインフォシークを買収、100％子会社化
楽天株式会社は2000年11月30日、株式

会社インフォシークを買収し、完全子会社化

することを発表した。これにより、インフォシ

ークは米Infoseek Corporationより分離す

る形となる。

今回、楽天はインフォシークの株式100％

を 米 Walt Disney Company傘 下 の 米

Infoseek Corporationより取得して子会社

化する。この取得に伴って、楽天は日本市場

におけるインフォシークのブランドと同時に、

インフォシークの持つ検索エンジンなど各種

技術の独占的使用権を得る。インフォシーク

によれば、検索エンジンなどは日本向けにロ

ーカライズしている部分が大きいため、親会

社が楽天に変わっても特に問題はないという。

この買収に伴って、インフォシークの取締役

会長に三木谷浩史氏（楽天株式会社代表取

締役社長）が就任し、インフォシークの代表

取締役社長は現在の中村隆夫氏が留任する

形となった。

楽天は今回の買収で「インフォシークの情

報系サービスを楽天の生活系サービスと組み

合わせることで、今後大きなシナジー効果が

見込める」としており、オンラインショッピン

グに情報系コンテンツを盛り込んだサービス

の展開が予想されている。またインフォシー

クでも「検索サイトであるインフォシークと楽

天のユーザーは重なりが少ないと思われるの

で、一緒になることでトラフィックの増加は

期待できる」と見ている。当面、2社は別ブラ

ンドで現在のサービスを続けながら、マーケ

ティングなどで段階的に協同を図る方向だ。

www.rakuten.co.jp（楽天）
www.infoseek.co.jp（インフォシーク）

［11/30 aoki-m@impress.co.jp］

韓国発の新型インターネットカフェ
「Necca」がオープン

株式会社インターピアは2000年12月、渋

谷にインターネットカフェ「Necca渋谷店」

を開設した。「Necca」は韓国流のインターネ

ットカフェ“PCバン”をモデルとした、新しい

形のインターネットカフェ。PCバンはネット

ワークゲームのプレイ場所提供をメインに成

長したもので、現在韓国に1万7000店が存

在するという。「Necca」では、高速回線でネ

ットワークゲームやインターネット電話が快

適に使用できる環境を提供する。オープンな

環境でインターネットを使える場を目

指すほか、ネットワークゲーム大会な

どオンラインとオフラインをつなぐ役

割も担っていく。今回開設したのは

その日本第1号店となる。

「Necca」は、広い店舗で高スペッ

クの環境を提供する点も特徴だ。回

線はNTTコミュニケーションズの専用

線、および東京めたりっくのSDSLを

利用しており、回線速度は合計約10Mbps。

PCはPentiumIII の866MHz、メモリー

128M、ハードディスク20GBを搭載したも

の計80台設置している。利用は最初に会員

登録（200円・1時間分の利用料を含む）を

行い、PCを使った時間だけ課金されるシス

テムだ。友人などと2人で1つのPCを使う場

合、課金は1台分とお得に利用できる。店内

はネットワークゲームエリアや2人で座れるプ

ライベートエリア、持参のノートPCで回線

だけ使えるモバイルエリアなど多彩な形態に

分かれ、利用する際の自由度を高めている。

インターピアは「Necca」を2003年まで

に国内500店舗に拡大する予定という。また

同社はイー・サムスンジャパン、コンパック

コンピュータ、住友商事などと提携して出資

も受けており、今後は通信キャリアやゲーム

企業と提携したサービスも行っていく方向だ。

www.interpia.ne.jp

［12/4 aoki-m@impress.co.jp］

今月の注目ニュース

INTERNET Watch ダイジェスト
「INTERNET Watch」は日刊のニュースメディアです。
このコーナーでは、INTERNET Watchの記事の中から注目記事をピックアップしてお届けします。

店内のネットワークゲームコーナー

スポーツゲームではこんな

コントローラーも楽しめる

東証で買収を発表

する楽天の三木谷

浩史社長。
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ソフトバンク・イーコマース、
米Priceline.comとの交渉を打ち切り
ソフトバンク・イーコマース株式会社は

2000年12月8日、日用品の逆オークション

販売で知られる米国Priceline.com（以下

PCLN）との逆オークションサイトの日本導

入に関する交渉を打ち切ると発表した。

ソフトバンク・イーコマースとPCLNは、

消費者が商品の購入希望価格を提示するオ

ークションサイト「プライスライン・ドット・

コム」を日本で運営する新会社「プライスライ

ン・ドット・コムジャパン株式会社」を設立

することで、法的拘束力のないレター・オ

ブ・インテント（趣意書）を7月に交わし、9

月には新会社を設立していた。しかし、交渉

の過程で条件面の折り合いがつかず、最終的

な合意に至らなかったため、打ち切りを決定

した。なお、プライスライン・ドット・コムジ

ャパン株式会社は来年3月をめどに解散する。

新会社では、消費者が商品やサービスの購

入希望価格を提示し、その提示価格で企業

が応札する消費者主導の逆オークションサイ

トを開設し、ホテルの空室や航空機の空席な

どの旅行関連商品を皮切りに2001年春から

サービスを開始する予定だった。

PCLNは業績が伸び悩んでおり、今後、人

員削減や米国内における新規事業を無期限

延期とすることを7日明らかにしている。ソ

フトバンク・イーコマースではPCLNの経営

状態と今回の交渉打ち切りは「関係ない」

（同広報部）としている。

www.softbankec.co.jp

www.priceline.com

［12/8  moriyama@impress.co.jp］

インターネットマルチフィード、
光波利用の商用IX実現へ
インターネットマルチフィード株式会社

（以下MFEED）は、2001年1月より「分散

型インターネット相互接続サービス」を開始

すると発表した。さらに、2002年をメドに、

光技術を用いての商用インターネットエクス

チェンジ（以下IX）サービスを開始すること

も明らかにした。

「分散型インターネット相互接続サービス」

とは、拠点間をまたいでのISP相互接続を可

能とした商用IXサービスだ。MFEEDが整備

する3接続点（千代田区大手町に設置）の、

米市場調査会社のガートナーグループは

2000年11月20日、11月16日にICANNが

承認した7つのトップ・レベル・ドメイン

（gTLD）と、現在使用されている150以上

ものドメインにより、世界の上位2000社に

入る大企業は、2001年までに少なくとも300

ものドメイン名を登録することが必要だとす

る調査報告を発表した。

同社は、このようなドメイン戦略を進める

には、典型的な大企業で75,000ドルの経費

がかかると試算。このような経費がかかる要

因として、既存または将来に向けてのマーケ

ティングおよびブランド戦略、法的問題、類

似ドメイン名の取得、.com以外のドメイン

名取得、英語以外の多言語ドメイン名の取

得、半年ごとのドメイン名の更新などを挙げ

ている。

同社のAudrey Apfel副社長は「企業は

『.com』ドメインを取得しているだけで十分

だと決め込むのは間違っている。インターネ

ットで事業を展開もしくは計画している企業

は、『.com』以外にも、攻めと守りの双方の

観点から複数のドメイン名を登録しておくこ

とをすすめる」と提言。しかし「上記のオプ

ションをすべてカバーするのは不可能だ。将

来的にはオプションが増えることはあっても

減ることはない」と指摘している。

www.gartner.com/public/static/aboutgg/
pressrel/pr20001120b.html

［11/21 hiro@nakajima-gumi.net］

いずれか1拠点にISPが接続することで、

他の拠点でサービスを利用するISPとの、

安定したトラフィック交換が可能になる。

このサービスと並行して、NTTらと共

同で「光波によるインターネット相互接続方

式の共同実験」を開始する。3か所の実験拠

点間を相互に光ファイバーで結び、DWDM

装置を用いた実験環境を構築し、ここで光ク

ロスコネクトなどの光伝送技術、光波レベル

での処理技術の検証、管理・運用技術の確

立などを行うものとなる。

2001年1月に試行サービスを開始し、同

年4月より本格サービスの提供に移行する。

現時点で「@nifty」「BIGLOBE」「IIJ」

「InfoSphere」「InterVia／DreamNet」

「OCN」の参加が決定しているという。

www.iij.ad.jp/pressrelease/2000/mf.html

［12/13 aoki-m@impress.co.jp］

大企業のドメイン戦略には75,000ドルの
経費が必要～米ガートナーグループ調査

sINTERNET Watch（ウェブサイト） www.watch.impress.co.jp/internet/

sメールサービス購読申し込み www.ips.co.jp/watch/info_in.htm

INTERNET Watchでは、ウェブサイトと有料の電子メール

新聞でニュースを配信しています（1,800円／6か月）。
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